
 丸紅ワシントン報告 

2023年 9月 30日 (10月 30日一部加筆修正) 

 米国会社ワシントン事務所 
 

 

丸紅ワシントン報告 2023-14 

 

 BRICS首脳会議・脱ドル化・拡大・ロシア・世評・米国の対応 

I. はじめに 

本稿の内容 8 月 22 日-24 日、南アフリカで第 15 回目 BRICS 首脳会議が開

催され、BRICS 加盟国に加えて、33 カ国1 が参加した。 

今回の首脳会議では、94 の項目に分けた宣言が採択された。そ

の中身を見ると、BRICS グループが目指す要点が再確認でき

た。（第二章） 

コロナ以降初めて行われたイン・パーソンでの会議。国際刑事

裁判所から逮捕状を発付されているプーチン大統領の取扱い、

そもそもそんな国を包含する BRICS というグループの先行

き。首脳会議前から落ち着かない空気に満ちた。（第三章） 

会議の主要テーマは二点だった。一つはアメリカ・西側の制裁

回避等を目的とした脱ドル化（第四章）、もう一つは BRICS の

拡大（第五章）だった。会議を経て、サウジアラビア・アルゼ

ンチン・イランを含む六ヶ国が加盟招聘された。 

主要テーマを中心に、BRICS に対する様々な評価が聞かれた

が、批判的なものも含まれた。批判を紐解くと、民主主義・権

威主義の混在によるまとまりのなさ、加盟国の成長鈍化、ロシ

アの存在、等の点が原因として挙がった。（第六章） 

ただ、詳細に見ると、主義の違いは必ずしもまとまりの欠如に

は繋がらず、経済は今の BRICS の目的でないことが伺えた。

（第七章） 

ロシアへの評価に就いて。ウクライナ侵略に限らず、ソ連解体

後に辿った道のりが今の評価に影響を及ぼしているものと考え

られた。（第八章） 

世評の背景と、BRICS の実態を理解すると、バイデン政権の反

応は冷静で妥当なもの。そして、世評に関わらず、今後もこの

グループは緩やかに拡大するものと想定する。（第九章） 
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II. BRICS 首脳会議 

 

個条項番 内容 

4 途上国の不利益を生み国連憲章の趣意と相容れない一方的で・力づ

く（Coercive）な施策（measures）への懸念表明。 

7 安全保障理事会を含む国連改革の支持。 

10 世界の金融セーフティネット機能を担い、クォータに基づいた、国

際通貨基金を支持。今年 12 月 15 日までの第 16 次 IMF クォータ一

般見直しの実施を要求。 

17 BRICS 諸国による中東地域の開発・安全・安定への貢献を歓迎。

（サウジ・イランの外交関係再開・イエメン紛争の平和的解決・シ

リア危機の解決努力への支持と同国のアラブリーグ加盟の歓迎・パ

レスチナの違法入植への懸念と二国家解決に向けての交渉促進。） 

19 ウクライナ紛争に関し、BRICS 各国が国連等で表明した立場の再認

識。アフリカ首脳平和使節始め、対話や外交努力による平和的解決

を目指す試みを評価。 

21 イランの核問題の平和裏・外交努力での解決を強く求める。（特に

JCPOA の復元と効果的な施行） 

30 先進国・途上国の何れもが参加し、経済・金融の問題を共に取り組

む枠組みとしての G20 の重要性を再確認する。 

44 効率的・手の届く（inexpensive）・公明正大・安全・何人をも排除

しない（inclusive）国際的な・BRICS 間の支払システムの重要性を

再認識し、内部組織が調査研究を行う。 

45 各国財務相・中央銀行総裁が各国（local）通貨・支払手段・仕組に

就いて調査研究し次回サミットまでに報告する。 

91 新六ヶ国3 を、BRICS 加盟国として招待。（来年 1 月 1 日付。） 

93 各国外務相が新規加盟の指針作りと加盟国候補リストを作成する。 

 

首脳会議後の宣言の

内容 

前述の通り、会期中の 23 日に発表された共同宣言2 には 94 の

個条が含まれる。その中で重要と思われる幾つかを下のテーブ

ルに挙げる。 

宣言から垣間見える

意図 – (i) 既存の枠組

みを壊さず 

上テーブルの項番 4 に於ける、『力づくな施策』4 への批判の

対象は西側諸国（特にアメリカ）に向けられたもの。そこでの

批 判 の 根 拠 を 「 国 連 憲 章 の 趣 意 （ Principle ） と 相 容 れ ず

（Incompatible）」としている。同様に 7 では国連、10 では国
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際通貨基金、21 では JCPOA、30 では G20、何れも既存枠組み

を参照し、その改善を提案する内容となっている。  

宣言から垣間見える

意図 – (ii) 途上国の声

が届かない（Under-

representation）問題

の改善 

上の 7、10、30 では、途上国が、国連・国際通貨基金・G20 等

の国際機関・枠組みの中で過小評価され、本来あるべき権利が

付与されず、声が届かない（Under-representation）問題が取

り上げられている。特に 10 では第 16 次の IMF クォータの一

般見直しを期限付きで成立させる様、求めている。 

第 14 次一般見直し（クォータ総額の倍増）の際、IMF で決議

されながら、アメリカ議会の承認が得られずクロージングが

2015 年までずれ込んだ経緯がある。この件に就いては、オバ

マ政権後期に財務長官を務めたジェイコブ・ルウと、核兵器・

制裁の専門家であるリチャード・ネフューは 2018 年のエッセ

イ5の中で、「98 年、自国農産物輸出支援を目的に（クォータ

見直しを）諸手を挙げて承認した米議会が、途上国持ち分を増

やす 2010 年のそれに対して容易に首を縦に振らず、承認が

2015 年までずれ込んだ」とし、更に「（そういう整合性のな

い）アメリカの対応に痺れを切らし、自分たちの声が通らない

ことに気づいた途上国が NDB や AIIB を作ることになった」と

指摘している。 

（以降、本稿で資料や書籍を参照する際、出所詳細を Footnote

に明かにし、同時に関連する部分の筆者抄訳等を、本文中に示

す形を採る。） 

宣言から垣間見える

意図 – (iii) 独自の安

全保障・紛争解決 

17、19、は、対立や紛争に関するものとなる。19 に就いては

ウクライナに侵略した当事者ロシアが BRICS に含まれる。そ

の BRICS が「対話と外交による平和解決」と宣っても、甚だ

説得力を欠く。一方、個条の書き振りから窺えるのは、紛争の

解決に関しては当事者の主義の相違には触れず、当事者間の外

交や対話で平和解決、という発想だ。新規加盟予定国を含めた

11 ヶ国には、中国とインド、サウジアラビアとイラン、エジプ

トとエチオピアといった二国間で緊張や国境紛争を抱える国々

が含まれる。国家政体の観点で新生 BRICS を見れば、民主主

義・権威主義・君主制・神権政治、とこちらも多彩6だ。顕在

化した、或いは潜在的な、国家間の様々な相違や紛争には手を

付けず、利害の重なるところだけで協働するというのが BRICS

各国の発想なのかもしれない。 
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III. 開催前から揺れたプーチン大統領の南ア入国 

インドのジャイシャンカール外相は 2022 年 6 月の GLOBSEC7 

のフォーラムで、「インドがウクライナ問題で西側諸国に協力

しないと、将来インド・中国問題が悪化した際に世界の支援が

受けられなくなるのではないか。」との問いかけに対して、

「印中の関係はウクライナ紛争の遥か以前から存在している

し、インドはこの問題を他国の力添えなしに一人で十分解決で

きる。」と回答8している。 

アメリカは『力づ

く』批判をどう考え

ているのか。 

上の 4 にある様な『力づくな』制裁や規制に就いて、それを発

動するアメリカ側は、どう見ているのだろうか。 

アメリカの『力づくな施策』に就いては、ピーター・ハレル

（バイデン政権、国家安全保障会議シニアディレクター : 元）

とエリザベス・ローゼンバーグ（同、財務省次官補 : 現）が、

2019 年に関連するレポート（『経済力を梃子にした力づくな

施策（Economic Coercive Measures）』）9を共著している。 

同レポートは、力づくな施策を概ね肯定的に見る。更に、施策

の有効性の源として、 (i) 米㌦の専横（Dominance）、(ii) 国

際金融市場に於ける米金融機関の重要な役割、 (iii) 米国の経済

規模と投資先としての魅力、 (iv) 米企業の技術等が世界のサプ

ライチェーンに食い込んでいること、 (v) 米国からの投資を梃

子にした事業統治能力、等を挙げる。何れも、アメリカ市場や

アメリカ企業（の持つ技術等）へのアクセスを制限すること

で、対象国にダメージを与えられるという発想だ。その上で、

その効力が将来減じない様に注意すべき、と提言している。こ

の考え方から見ると、バイデン政権は今後も力づくの施策を発

動し続けることが考えられる。その一方で、その濫用を避け、

効果が減じない様にする。そういう考え方だろう。だからこそ

の、BRICS 各国の懸念であろうし、今回の宣言に於ける批判に

も繋がっているものと想定する。 

脱ドル化と BRICS 拡

大 

項番の 44、45、91、93 は、今回の首脳会議で中心の議題とな

った「脱ドル化」と「BRICS 拡大」に関するものだ。この 2 点

に就いては、第四章と第五章で考察する。 

プーチン大統領訪問

の取扱いで揉める 

今回の首脳会議に先行して話題になったのはプーチン大統領の

南アフリカ訪問の可否だった。コロナ感染以降、初めての直接
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参加による会議。南アフリカはその会議にプーチン大統領を正

式招待した。ただ、国際刑事裁判所より逮捕状が発付されてい

る同大統領の南アフリカ入国は問題を孕む。南アフリカは国際

刑事裁判所の設立書類（ローマ規定）締約国10 であり、プーチ

ン大統領が南アフリカに入国すれば、同国に、これを拘束する

義務が生じるという風にも判断される。 

この問題が顕在化する中で、様々な方策が模索された。招待を

取消すというアイデアも噂されたが、その選択肢は早々に除外

された。南アフリカは、持ち回りの BRICS 議長国として、加

盟国ロシアを招待した（南アフリカ・ロシア二国間の首脳会議

に非ず）ので、招待取消を他の BRICS 加盟国の承認なしに行

う立場にはない。BRICS 加盟国の中でローマ規定締約国でな

い、ロシア・中国・インドに場所を移すという話も報道された

が、これは南アフリカが明確に否定した。 

そうした中、ラマポーザ政権は、ローマ規定 98 条11 の条文を

参照し、ロシアがプーチン大統領の主権特権を免除しない限

り、南アフリカが同大統領を逮捕・引き渡しする義務はない

（だから南アフリカはプーチン大統領に逮捕のリスクを負わせ

ず正式に招待出来る）という立場を採った。（同国国内法にも

抵触せずという判断）但し、同 98 条の解釈は一様ではない。

本ケースではプーチン大統領に主権特権は付与されておらず、

ロシアが免除する主権特権そのものが存在しないとする専門家

意見12 も存在する。 

実際、2015 年の、アル=バシール・スーダン大統領（当時。虐

殺を理由に国際刑事裁判所より逮捕状発付済。）南アフリカ訪

問時には、同国裁判所が拘束命令を出す直前に、アル=バシー

ル大統領の（予定前）出国で事なきを得た前例がある。今回

も、ラマポーザ政権の動きに対して６月、南アフリカ最大野党

の民主同盟は、裁判所にプーチン大統領の拘束を求める申請を

提出した。 

こうして大きな議論を巻き起こしたプーチン大統領の南アフリ

カ訪問問題だが、開催一か月前の 7 月 18 日、ロシア・南アフ

リカ両国でプーチン大統領のビデオ参加に合意（代理でラヴロ

ヴ外相が南ア訪問）したことを以て当面の解決を見た。だが、

この後にも、ラマポーザ政権の国内外からの批判（アメリカか

らは、国連でのロシア批判決議への不参加（棄権）やロシアへ
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IV. 脱ドル化（De-Dollarization）の動き 

の武器供与の噂等による批判。国内では、野党からの、ロシア

との関係による経済への悪影響に係る批判。）が噴出した。ま

た、プーチン大統領が訪問を断念した理由に、ワグネルの謀反

が関係しているという解説も聞かれた13 。 

ドルを操るアメリカ

の優位性 -いら立つ

BRICS 加盟国 

今回の会議の注目の一つは脱ドル化（De-Dollarization）の議

論だった。 

準備通貨、貿易通貨として使用される米ドルの割合は引続き高

い。アメリカでは、これが安全保障上の有効な武器になると考

えられている。前出のハレルとローゼンバーグのレポート14

は、米ドルの、準備通貨としての、また貿易や資本取引通貨と

しての専横さ（Dominance）に着目する。特に、米ドル決済が

米国内で行われることを挙げ、制裁対象国対アメリカ取引に限

らず、第三国とのそれも含めて制限が可能。従い、アメリカが

推進する「力づくな（Coercive）経済施策」の有効な手段、と

整理している。前述の通りだが、これがバイデン政権の施策に

反映されているとすれば、アメリカはこうした力づくなやり方

を将来に亘って使うことに躊躇していないと言えるだろう。 

対する BRICS 側の最近の動きを幾つか挙げる。3 月、ニューデ

リーで開催された「サンクトペテルブルク国際経済フォーラ

ム」では、ババコフ・ロシア連邦国家院副議長が、インド・ロ

シア間の新たな共通（仮想）通貨設立を訴えた15 。更に 4 月に

はブラジルのルラ大統領が途上国に向かって、多国間取引に於

けるドルに替わる独自通貨開発を提唱16 した。大統領は上海の

New Development Bank 17  でのスピーチで熱弁を振るった。

「毎晩、床に就くと自問自答するんだ。『なぜこんなに多様性

に富んだ世界の国々が、こと貿易に及んだ途端に米ドルしか使

えないんだ？なぜ自分の通貨で取引できないんだ？』とね。」 

De-Dollarization は非

現実的とする意見が

噴出 

こうした BRICS 加盟国の脱ドル化の声に対して、先進国の専

門家からは『非現実的』という反応が出てきている。 

政治学者のカーラ・ノーロフは、2023 年のエッセイ18の中で、

近年の各国の安全保障意識の高まり、ロシアのウクライナ侵略

へ の 批 判 、 ド ル 信 奉 者 全 体 の 経 済 規 模 、 米 中 競 争 で 進 む

Friend-shoring、自由で開かれた国際秩序の治安維持を担うア
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メリカの軍事力を鑑みれば、引き続きドルやドル決済を取り巻

く仕組の専横（Dominance）は続くとしている。（同エッセイ

の中でノーロフは、ドル中心の金融システムは境界なく広がる

のではなく、それが成立し得る領域でより密に・確固たるもの

になっていく、としており、同システム以外の存在を暗に否定

していない。また、同システムの将来の維持の為にも、同盟国

の活動を制限する様な二次制裁の如きものを避けることを推奨

している。） 

 経済学者のマイケル・ペティスは 2023 年のエッセイ19中で、米

ドルが今の地位を確立できたのは、アメリカが、資本の国際流

動性・高機能の金融システム・良質な統治機能、を維持し、世

界の貯蓄の不均衡を吸収する役割を担ってきた結果だと言う。 

「予てよりアメリカは資本の行き来を制限せず、第二次世界大

戦後の混乱期、欧州・アジア復興の為に自国の国内貯蓄を供出

した。70 年代に入りそうした国々が再興し、今度は自らの余剰

貯蓄を抱えるようになると、それを受け入れた。（勢いアメリ

カは自国の輸出や雇用を犠牲にし、恒常的な経常収支赤字を抱

えることとなった。）結果、準備通貨や国際間の取引の多くを

米ドルが占める様になった。ルラ大統領が言う様な米ドル代替

の通貨（例えばブラジルレアル）の採用は、アメリカというデ

フォルトの余剰貯蓄受け手を排除することを意味する。結果、

不公平な国内所得の分配（＝弱い国内需要）のお陰で生じた余

剰貯蓄を抱えるブラジルの様な国は、貯蓄の行き先を失い、生

産の縮小や所得の再配分を余儀なくされるだろう。」 

これがペティスの主張だ。彼の主張に従えば、アメリカの果た

してきた役割を担う国は他に存在せず、その限りに於いて米ド

ルが置き換わることはあり得ないということになる。 

世界で米ドルが果た

す役割は引続き巨大 

実際の米ドルの専横に就き、連邦準備制度理事会（Federal 

Reserve Board：FRB）が６月にレポート20をまとめているの

で、基礎的な数値を以下簡単に確認する。 

FRB は、通貨の持つ機能として、将来に亘って購買力が維持さ

れ、且つ容易に引き出せることを挙げる。そうした信頼感を測

る Proxy を外貨準備高とするのが彼らの主張だが、その物差し

で米ドルの優位性を示すのが下の[図 1] だ。2022 年時点、米ド

ルは準備高の多数を占める。次に国際貿易での決済に使われる
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（"The International Role of the U.S. Dollar" Post-COVID Edition, June 23rd, 2023） 
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通貨としても、米ドルは、欧州を除く、アジア・米州等の地域

での決済で多数を占める。 [図 2] 。 

一方、外貨準備高に占める米ドルの割合は 2000 年代初頭に比

べれば漸減している。決済通貨に就いても欧州ではユーロが全

体の 2/3 を占め、その使用が定着している。だがそれでも FRB

は「米ドルは将来に亘って群を抜いた国際通貨であり続け

る。」と締め括っている。 

脱ドル化・BRICS 共

同通貨が非現実的で

ないとする意見 

一方で、米ドルの恒久的な強さに疑問を呈するのは、トランプ

政権下の大統領経済諮問委員会のメンバーだったジョセフ・サ

リバンだ。彼は 2023 年のエッセイ21 中で、BRICS の共同通貨

が米ドルを置き換える可能性を秘めるとしている。 

先ず貿易に関してサリバンは、「BRICS 加盟国の（主に中国の

存在に拠り）国際収支が黒字」、「各国が分散して所在してお

り多様な財の産出が可能（ユーロ圏の様に一か所に固まり自給

自足が出来ない・赤字の国々による通貨同盟と異なる）」、

「BRICS 加盟国の経済規模は各々の地域に於いて大きく、周辺

の国々に BRICS 共同通貨を使って貿易するインセンティブが

働く」を挙げ、共同通貨の優位性を説く。続けて BRICS 加盟

国内の準備通貨としても、「BRICS 加盟国が国際収支黒字であ

り外貨使用が迫られていない」「共同通貨が、金や本源的価値

を持つ希土類等の金属を裏付けとする計画であれば、投資先と

しての魅力も出て来る」ことから、（米ドルの代替として）機

能し得る、との主張である。 

Dr. Doom の予測 経済学者のヌリエル・ルービニは、2023 年のフィナンシャ

ル・タイムズへの寄稿22 の中で、米中の二極構造・両者の競争

の激化に従って米ドルの主要準備通貨としての地位は、向こう
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V. BRICS の拡大 

10 年の間に相対的に弱まっていくと予言する。ルービニは、米

ドルを代替できる国が存在しないとする主張（ローレンス・サ

マーズ「欧州は美術館・日本は老人ホーム・中国は刑務所」23

発言等）、前出のペティスの主張するような「準備通貨（発

行）国は非居住者保有の債務高に見合う恒久的な経常収支赤字

を飲み込まなければならない（だからアメリカ以外にそんな役

割を負える国は存在しない）」といった主張を一概に否定しな

い。 

それにも関わらず米ドルの弱体化を予測する理由として、「ア

メリカの（制裁や投資規制等の）資本操作」、「産油国と中国

の間の人民元取引の出現」、「中国が将来、貿易黒字に依拠し

ない成長モデルに移行していく」、「共同通貨利用（＝米ドル

使用減少）によってアメリカに睨まれ、ドル決済の仕組みから

締め出されても、今日のロシア程度であるというリスク上限認

識」、「米ドルの専横を、アメリカへの世界の信任と勘違いす

る時代錯誤の横行」、「アメリカの内向き金融政策のお陰で新

興国市場が金融的・経済的に不安定になる現状」、「中央銀行

デジタル通貨等に係る技術の進化」等を挙げている。 

BRICS の拡大 脱ドル化以外のもう一つの注目点が、BRICS の拡大（新たな国

の加盟）だった。振り返ると、2013 年には南アフリカ中心に

BRICS 加盟国がその周辺国の加盟を探る動きが出てきた。

2017 年 の 共 同 宣 言 で は 、 他 の 新 興 市 場 ・ 発 展 途 上 国

（Emerging Market and Developing Countries）との連携を視

野 に お い た 「 BRICS Plus 」 で の 対 話 や 協 力 （dialogue and 

cooperation）を促進するという内容24が盛り込まれた。だが、

その後数年に亘り動きがないまま時間が経過していた。そして

昨年 2022 年 5 月、BRICS 外相会議の席で、中国の王毅外相が

同内容の提案を改めて持ち出した。そして、2022 年 BRICS 首

脳会議の共同宣言の中に、BRICS 拡大の議論促進が盛り込まれ

ることとなった。 

昨年の宣言以降、BRICS 拡大の動きが進んできたが、今年の首

脳会議に先行して行われた BRICS 外相会議には、加盟候補国

として、サウジアラビア・イラン・UAE・コンゴ民主共和国・
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エジプト・インドネシア・アルゼンチン等の各国が顔を揃える

こととなった。 

懐疑的な議論が続く こうして続いた BRICS 拡大の動きに対して、懐疑的な意見も

出た。その中心となったのは、拡大推進派（中国・ロシア）と

拡大慎重派（インド・ブラジル）の意見がまとまらないであろ

う、というものだ。アメリカに対抗する為に自分の影響力を拡

大したい中国と、ウクライナ侵略以降、西側諸国制裁で疎外さ

せられる中、これ以上の孤立を避けたいロシアは BRICS 拡大

推進。一方、中国と国境問題を抱え、隣国パキスタンとの関係

も踏まえ、中国を快く思わないインド。加えて、中国主導の拡

大、即ちアジア・中東中心の国々の増加による西半球地域の影

響力希薄化を避けたいブラジルがこれに反対する。BRICS 誕生

以降、まとまりのなさを指摘する声が連綿と続いているが、正

にそれが顕在化するという読みだ。 

BRIC(s)の名付け親であるジム・オニールは 2023 年のブルーム

バーグの記事25の中で BRICS 拡大に肯定的な意見を述べてい

る。（同時にアメリカの金融政策や米ドルの為替レートに新興

国が振り回されない様に、脱ドル化の促進も訴えている。）彼

は記事の中で、BRICS は気候変動対応・ヘルスケア・貿易促進

等のテーマに注力すべき、新規加盟国は人口や経済で規模感の

ある国（インドネシア・バングラデシュ・ベトナム・パキスタ

ン・フィリピン・メキシコ・トルコ・ナイジェリア・エジプ

ト・エチオピア等）に限るべき、等々の発言をしている。 

尤も、オニール（当時ゴールドマンサックス：GS）が最初に

提唱した BRICs は、米国同時多発テロ（2001 年）に続く悲観

的な空気の中で、投資家を奮い立たせる様に、成長著しいこの

四ヶ国を投資対象としてハイライトするという発想だった筈

だ。５年後の 2006 年には、GS が四ヶ国成長率に連動する投資

ファンドを立ち上げている。（同ファンドは 2015 年に閉

鎖。）だが現存の BRICS は、名前こそ重複するものの、より

政治・外交に寄った形で、ロシアの呼びかけで 2009 年に誕生

したものだ。こうした経緯にも関わらず、今から 22 年前の似

て非なる概念の名付け親に意見を求めに行く。これが罷り通る

ところが、今の BRICS に対する大方の認識水準という風にも

感じられなくはない。 
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BRICS 加盟・加盟予定国（濃紺） / 加盟申請・希望国（淡紺） 

 
 

六ヶ国への招待が決

まった 

こうした見方が飛び交う中、今年（第 15 回）BRICS 首脳会議

を経て、六ヶ国（アルゼンチン・エジプト・エチオピア・イラ

ン・サウジアラビア・UAE）が正式に BRICS への加盟招待さ

れることとなった。被招待国が招待を受けた場合には 2024 年 1

月に正式加盟が決まり、11 ヶ国による新生「BRICS」が発足す

ることとなる。 

拡大の動きを踏まえ

ての反応 - 注目に値

しないという説と、

そういう説への反論 

首脳会議が終わって 1 ヵ月が経ったが、今回の六ヶ国招待の内

容を受けて、それに対する反応が出てきている。 

アジア・ソサイエティのラジャ・モハンは、2023 年のエッセ

イ26の中で、11 ヶ国の規模に関わらず、新たな BRICS に西側

の国際秩序を覆す力はなく、途上国に反西側諸国ブロックを作

れる訳でも、非同盟諸国運動の軸になれる訳でもない、と断じ

る。主張の理由としては、「元々整合性の無い烏合の衆がメン

バーを増やすことで更にまとまりがなくなる」、「中国 vs.イ

ンド、エジプト vs.エチオピア、イラン vs.サウジ、という対立

国同士が集まってもアジェンダが絞れない」、「新・旧加盟国

の多くはアメリカの安全保障の恩恵を受けアメリカ主導の枠組

み（QUAD・I2U2）にも加盟している」、「中国とインドの

途上国リーダーシップ争い」、「過去のソ連・中国の反西側の

イニシアティブの何れもが失敗に帰している」等を挙げる。 
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VI. 首脳会議前後で出てきた評価 

 クィンシー・インスティテュートのサラン・シダーは、2023

年の寄稿27の中で、BRICS を口先ばかりの集団・存在価値がな

いと決めつけるのは正しくないと言う。BRICS が米国主導の国

際秩序を置き換えることはないとする点で、シダーの意見とモ

ハンの意見は近似する。但し、シダーは BRICS を重視すべき

理由として、「多くの途上国が参加希望していること」、「そ

れは彼らの西側国際秩序への不満の表出に他ならないこと」、

「更にその秩序を覆そうという機運が起きるほどアメリカの力

が弱まっていること」を挙げる。更に、モハンなどの専門家の

口から度々発せられる、（民主主義国家と権威主義国家が共存

する）BRICS 内のまとまの無さも、「別の視点で見れば、

BRICS は、一対一では口もきけない対立国同士が対話を出来る

機会を与えている」、「今までアメリカが過去連綿と使ってき

た『地域での対立軸を梃子にした（それを助長する様な）』外

交政策に対して、対立を緩和させる機能を発揮する能力があ

る」と主張する。 

低評価が続く 今回の首脳会議を切欠に、BRICS そのものに対する様々な評価

も聞かれることとなった。内、相当数は、「BRICS の力は限ら

れ、過大評価すべきではない」というものだった28 。そうした

見解の根拠として挙げられるのは以下の様な点に整理される。 

1. 権威主義と民主主義という異質（disparate）の混在。 

2. 中国・インドの関係。（国境紛争やパキスタン問題） 

3. インドはアメリカに接近。BRICS とは距離を置く。 

4. アンチ・アメリカ以外の目的がない。 

5. 中国とそれ以外の経済規模の差が大きく利害不一致。 

6. インド以外は成長が鈍化・後退。特に足元の中国経済の失

速が BRICS にも悪影響 

7. 衰退の一途を辿るロシアの加盟が足かせに。 

8. ウクライナ侵略によるロシアの孤立が BRICS に影。 

10 年以上一貫した低

評価・Disrespect。 

評価を観察していて興味深い点は、これらの多くが以前から存

在していたものであることだ。政治学者のオリバー・ストゥエ

ンケルは 2023 年のエッセイ29の中で「BRICS はその発足当初
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VII. BRICS 評の分解 

から数えきれない程の批評家や懐疑論者を相手にしてこなけれ

ばならなかった。」とする。この中には、フィナンシャル・タ

イムズのフィリップ・ステフェンス「セメント無し30 の煉瓦

（煉瓦＝Brick ≒BRICS）の話」（A story of Brics without 

mortar）（2011 年）31 や、同マーティン・ウォルフの「こん

なものはどうでも良い」（Does the BRICS Group Matter?）

（2012 年）32 等の発言が挙げられよう。そして、この類の主

張の根拠と、上で上げた 8 のポイントは重なる部分が多い。 

西側諸国（少なくとも一部の専門家やメディア）から一貫して

批判され・懐疑の対象となり・評価されない BRICS だが、そ

の一方で、小規模ながら NDB を始動させ、脱ドル化や加盟国

増加にも取り組む。何より、年間 100 回前後の公式行事をこな

し、内 20 が閣僚レベルだ33。首脳会議には加盟各国首脳が過去

欠かさず出席している34 。今年プーチン大統領は前述の経緯で

オンライン出席とはなったが、ブラジルのルラ大統領は最近の

インタビューで「来年の（ロシア開催の）BRICS 首脳会議には

自分は出席するし、その後の G20 会議にプーチン大統領を招待

するつもりだ。彼がブラジルの地を踏んでも逮捕されるとは考

えていない。」と発言35 している。ステフェンスの主張の様な

「セメント無し煉瓦」（Brics without mortal）ほどバラバラに

なっているとは見えない。ウォルフの様に「どうでも良い」と

完全無視を決め込めるほど、存在感が無い訳でもない。ではこ

うした批判的な批評やその根拠はどこまで妥当であろうか。次

章以下で考察を加える。 

批判の根拠を分解す

る。 

前章で 1～8 に及ぶ批判の根拠を挙げた。それを少し括ってみ

ると、1～4 までは、権威主義と民主主義の混在でまとまりがな

い点、5～6 は新興国のグループでありながら経済的な意義が薄

く、成長も鈍化している点、7～8 はロシアに係る点と整理され

よう。本章では、その中の主義混在と経済成長に係る指摘に就

いて考察し、ロシア関連は次章で取り上げる。 

主義の異なる国は協

調できない、という

発想に就いて 

前章まででも触れてきたが、BRICS を 2 つの権威主義国（ロシ

ア・中国）と 3 つの民主主義国（ブラジル・インド・南アフリ

カ）の集合体と看做す考え方が多く見られる。国家安全保障問

題担当大統領補佐官のジェイク・サリバンは、BRICS に就いて
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 項目 具体的な動き 

1 既存の機関内の改革 世銀・IMF 改革（Underrepresentation の改善等） 

2 既存の機関外の選択肢の模索 NDB や CRA の設立や操業 

3 既存の市場内の改革 西側諸国の制裁への抵抗 

4 既存の市場外の選択肢の模索 脱ドル化・人民元等の使用促進 

 

「非常に多様化された国の集まり - 民主主義のブラジル・イン

ド・南アフリカと権威主義のロシア・中国では、多くの問題に

就いて異なる視点を持っている。」とし、従い「合衆国の地政

学上の競合相手と看做していない。」と発言36 している。 

一方で、ロバーツ、アルミホ、片田の共著による「The BRICS 

and Collective Financial Statecraft」（2017）37 は、「BRICS

で最も瞠目に値するのは、彼らの持つ、連携して financial 

statecraft38を遂行できる能力」である、として、一定の機能を

認めている。 

同書は BRICS 各国による連携した財務的防御（Collective 

financial statecraft）のパタンとして以下の 4 つを挙げる。 

 同書は更に、主義の相違や人権に対する価値観が異なる BRICS

各国がこうした共同歩調を採れてきた背景に、エリック・ヴォ

ーテンの「 Data and Analyses of Voting in the UN General 

Assembly」（2012）39 にある『西側覇権に対する防御ブロッ

ク』との類似を指摘する。民主主義国家と権威主義国家が連携

できる一因は、国際機関や金融市場に於ける西側諸国の圧倒的

な権力や、それを梃子にした一方的な経済制裁を、協調して回

避する（Common aversion）必要性を、BRICS 各国が共有して

いる点にある、というのが同書の主張である。 

西側諸国の決めた

「主義」とは距離を

置くインド 

前出の GLOBSEC でのインタビュー（マィティレリ・シーサラ

マン40 ＋ジャイシャンカール外相）41 で、インドのジャイシャ

ンカール外相は、「世界にはアメリカと中国を中心とした二つ

の枢軸があり、インドはどちらに属するのか。[中略]どっちつ

かずでは世界のリーダーになれないのではないか。（sitting on 

the fence is not an option to be a world leader.）」という、シ

ーサラマンの問いに対し、「そういう発想は大間違いだ。イン

ドに何れかの枢軸を押し付けるのは認めない。（Sorry, that is 

exactly where I disagree with you.  This is the construct you are 

trying to impose on me, and I don’t accept it. ）。[中略] イン
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ドはどっちつかずではなく自分の立ち位置にいるだけだ。（I 

don’t think we’re sitting on the fence just because I don’t agree 

with you.  I’m sitting on my ground.）」と返している。 

アメリカと同じ民主主義国家で、QUAD にも参加するインド

が、権威主義国家の中国や、不可触賎民（Pariah）国家42のロ

シアと、同じグループに属することはあり得ないという指摘が

ある。だが、QUAD 参加等を通じたインドのアメリカ接近

（アメリカがインドを同盟国として取り込める）という期待に

就いては様々な意見がある。カーネギー平和財団のアシュリ

ー・ティリスは 2023 年のエッセイ43の中で「見当違いだ」

（Washington’s current expectations of India are misplaced.）

と一蹴する。彼は、アメリカ側はインドが「自由な国際秩序」

の一員となり、その防衛に貢献することを期待しているが、イ

ンドはそんな風に考えていない、とする。ティリスの主張は以

下だ。 

「インドは自国と中国との力の差が歴然であることは熟知。だ

が国境を含む諸問題は二国間での解決が大前提。その為にアメ

リカ側の一員となることは潔しとせず。アメリカとの安全保

障・防衛連携の目的は、飽くまでもインド独自の力を（中国に

対抗できる水準にまで）高めること。従い、アメリカの支援が

如何に手厚くなろうとも、それを以てインドがアメリカの対中

軍事提携に参加するという妄想を抱くのはやめるべき。」 

これは前述のジャイシャンカール外相の発言とも整合する。 

2020 年国境紛争44 翌年の BRICS 首脳会議はインドが議長国で

あったが、中国はインド議長国ステイタスを支持45 し、習国家

主席も同首脳会議に過去慣例に沿って参加している。直接参加

となった今年の会議でもモディ首相と習国家主席は個別に面談

し、国境問題の早期解決を相互の関係者に指示した46 、とされ

ている。 

アンチ・アメリカ以

外の目的がない。だ

が、それは十分な目

的ではないか。 

前出のテーブルにまとめた内容を振り返ると、『既存』の機

関、『既存』の市場の何れもが、西側先進国中心で機能してき

ている。その中で、機関（世銀、IMF 等）に於いては自らの声

が通らず（=Underrepresent）、市場に於いては通貨専横等を

通じた制裁から逃れられない。平易な言葉で表せば、アメリカ

に向かって言いたいことは言えず、常にアメリカの顔色を窺い

続けなければならない。これが BRICS 加盟国の抱える共通の
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問題意識であろう。BRICS の目的がアンチ・アメリカでしかな

い、という指摘は間違っていないが、それは、それほどまでに

アメリカの力が強く、またアメリカがその力の強さを梃子に己

の恣に物事を動かしていることの証左であり、それとバランス

を取るということ自体が十分に目的として成立するだろう。 

勿論、BRICS 加盟国を含む途上国が、アメリカがリードしてき

た秩序や仕組みの中で恩恵を得てきたことは言を俟たない。だ

が、アメリカがその仕組みの中で、競合先に限らず同盟国と雖

も、己の地位を脅かす場合にはその行為を阻害してきた実績が

ある。90 年代後半、日本の Asian Monetary Fund 構想もその

一例だろう。政治学者のヘンリー・ローレンスは、2002 年の

論文「 Japan and the new financial order in East Asia: From 

competition to cooperation」47の中で、その際の日本の動き方

を、「第二次大戦後、アメリカとの良好な関係維持を外交の礎

とし、如何なる場合もそれを等閑にできなかった日本（ its 

reluctance to abandon the central tenet of its postwar foreign 

policy of maintaining good relations with the United States at 

all costs）」と表現する。BRICS 加盟国は恐らくこれとは異な

るやり方を志向しているのであろう。 

新興国として経済成

長が鈍化していると

いう批判 

BRICS 加盟国の経済成長の鈍化や域内の経済交流の伸び悩みを

理由に BRICS に低評価を下す意見があるが、これに就いて

は、現行の BRICS 誕生の経緯を再度見直す必要があるだろ

う。BRICs の名称の生みの親は前述のジム・オニールである

が、彼が 2001 年に関連のレポートを発行した際の BRICs は、

経済規模が大きく成長著しい経済（国家）を、投資対象として

見ることが前提の概念だったと思われる。 

一方、レイチェル・ザルツマンは、2019 年の著書「  Russia, 

BRICS, and the Disruption of Global Order」48の中で、機関と

しての BRICS の萌芽は、オニールやその他ウォールストリー

トのアドバイザが考えた投資対象としての各国の括りとは別

に、より安全保障の為の国の集合体（RIC、IBSA、O5）49 に

あったことを指摘する。後に南アフリカが加盟して BRICｓか

ら BRICS になった経緯を鑑みても、BRICS が経済よりも政治

に寄った性格を持っているというのがザルツマンの指摘だ。第

一章で挙げた今年の共同宣言内でも、経済政策やコロナからの

経済回復といった内容は含まれるが、BRICS 各国の経済成長を
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VIII. ロシアに就いて 
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念頭に置いた内容は顕著ではない。BRICS の経済成長鈍化を批

判するのは、直接的には正鵠を射た指摘にはなり難いだろう。 

ロシア - 不可触賎民

（Pariah）の国 

ピュー・リサーチセンターが 2023 年に公表した50データに拠れ

ば、アメリカ人がロシアに対して極めて嫌意的と感じる割合が

62％、何れかというと嫌意的と感じる割合が 29%、即ち何等か

嫌意的な意見が 91%であった。日本は、アメリカよりも、また

ロシアと地続きの欧州各国と比較しても対ロシアで厳しい意識

を持っているという結果が示された。（極めて嫌意的：68%、

何れかというと嫌意的 25%）こうしたサーベイ結果を見れば、

ロシアに対して厳しい言説が多くなってきたことも自然に首肯

できるところである。 



丸紅ワシントン報告 

2023年 9月 30日 
  

 

18 

ウクライナ侵略が引

鉄かもしれないが。

それ以前からのロシ

アを蔑む意見の横

行。 

前節の結果を見るに、ウクライナ侵略が引鉄となり対ロシアの

嫌意が急増したことは疑いを容れない。一方で興味深いのは、

メディアに表出するロシアへの、漠然とした後ろ向きな言説、

特に「衰退の一途を辿る」といった類の書き振りは、同国のク

リミア占領（2014）以前、未だロシアが G8 の一員だった 2010

年代前半には既に存在し、それを公言して憚らない空気が横溢

していたことだ。（”Rusia is a power in secular decline 51  ” 

“Russia, which is clearly a declining country52 ”）そしてこれら

は当時のロシア経済に就いて事実解明的（positive）な意見を

述べただけとは考え難い。その空気が醸成されてきた経緯をソ

連解体に遡って考える。 

ロシア=衰退国家の

レッテルが張られた

経緯 - ソ連解体=負

け組へのクラス分け 

政治学者のジャン・アイクラーは、2021 年の著書「 NATO’s 

Expansion After the Cold War: Geopolitics and Impacts for 

International Security」53 の中で、NATO の（旧ソ連勢力圏へ

の）拡張が様々な論議を生んできた理由は、そのやり方が、冷

戦の勝者と敗者を冷徹に区別するゼロサムゲームの発想であっ

たこと、そしてそのゲームでのたった一人の敗者がソ連であっ

たことだ、と主張する。確かに、その後の NATO 拡張の経緯

を見ると、アメリカに、ソ連を敗者たらしめ、敗者として扱う

発想が存在していたことが伺える。 

ベルリンの壁崩壊（1989 年 11 月 9 日）から約 2 ヶ月、1990 年

の 新 年 の 挨 拶 で フ ラ ン ス の ミ ッ テ ラ ン 大 統 領 は 欧 州 連 盟

（ European Confederation）の誕生を唱えた54 。そこにアメリ

カの存在は無く、一方で、欧州の一員としてのソ連の参加が念

頭に置かれていた55 。無論、それをアメリカが受け入れる訳も

なく、このアイデアは短期間で姿を消すこととなる。 

ミッテラン大統領のスピーチから一か月後の 1990 年 1 月 31 日

のスピーチで西ドイツのゲンシャー外相は、当時の東ドイツの

領土への、「軍事機構としての」NATO 拡張（Extension）の

試みは、ドイツ統一を阻むこととなる、と否定的な見解を述

べ、更に、NATO は軍事的ではなく政治的な役割を以て継続さ

れることを目論む、としている56 。ここでは、ミッテラン大統

領のスピーチに反し、ゲンシャー外相が NATO 拡張の考え方

を認識し、それを止めようとしていたことが伺える。それから

10 日後、同年 2 月 9 日のゴルバチョフ書記長との会話の中で、

ベイカー国務長官の有名な「there would be no extension of 
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NATO’s jurisdiction for forces of NATO one inch to the east」

という発言となる57 。 

こうした場での「NATO は東に拡張しない」という発言とは別

に、西側諸国に拠る秘密裡の動きが続く。1990 年 2 月 24 日の

西ドイツ・コール首相との会議（＠キャンプデービッド）で、

ブッシュ大統領はこう発言している。「ソ連がどの面を下げて

ドイツと NATO の関係に口出しをしようと言うんだ。NATO

のドイツ進駐に異を唱えるのは許さない。いまさら何言ってい

るんだ。アメリカは勝ったのだし、ソ連は負けたのだ。白旗寸

前のソ連に逆転勝利を呉れてやるのは絶対に許さない。58 」 

その会話の続きには、欧州安全保障協力会議59 が NATO の代

替にはならないことにも言及されている60 。 

1990 年初頭のこの時点で、アメリカが、冷戦の終結＝勝者：

アメリカ、敗者：ソ連という発想に立ち至っていたことは留意

すべきだろう。 

ロシア=衰退国家の

レッテルが張られた

経緯 - ハーバードの

ショック療法 

そしてその後、ソ連解体後のロシア経済が辿った道のり。1992

年初頭から始まった「ショック療法（急激な自由化と民営

化）」の結果として物価は 2,500%上昇。同年、ロシア国民は

野菜の消費を 84%、肉を 80%、魚と牛乳を 56%削減するを余

儀なくされる。そして 1993 年初頭にはウラジオストクで 4 名

の海軍兵（徴兵された）が餓死する事件が起きるのである61 。 

以降起きたことに就いて、経済学者のジョセフ・スティグリッ

ツは 2003 年の著書「Globalization and its discontents」62の中

でこんな風にまとめている。 

「急激な自由化が引き起こした物価の高騰は家計貯蓄の価値を

消し去り、企業が民営化されても、そこに投資することが叶わ

ない。高金利と金融機関の不在によって外部資本の導入は困難

となり、事業の成長も覚束なくなる。1990 年代のロシアの

GDP 下落率は 54%で、第二次大戦時のそれを上回る。国の債

務が積み上がる中、1997 年のアジア通貨危機。金利上昇と原

油価格の下落がロシアを更に困難な状況に陥れる。原油価格が

ロシアの産出（運搬）コストを下回る水準となり、自然に考え

ればルーブル切り下げ不可避の時に、IMF はそれを拒み、名目

金利がルーブルのそれより低いというだけの理由で新たなドル

融資 48 億㌦を実施。その後に、クリントン政権の圧力で世

銀・日本政府協調融資が続く。その後たった三週間で、ロシア
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は対外債務支払いの一方的停止とルーブル切り下げを行うこと

となる。景気の本格回復は、それを待たねばならなかった。」

63 

（共産主義から資本主義への）移行は失敗した、とスティグリ

ッツは言う。そのお陰で、スプートニクで人口衛星を軌道に乗

せる力を持った世界に冠たる工業国が、原油とガスを輸出する

しか能のない資源輸出国になってしまった。1989 年には 2%だ

った貧困率が 1998 年末には 23.8%に急上昇した。世銀の経済

学者は、モスクワの夏の週末には道路がメルセデスで渋滞し、

店には輸入された高級品が並ぶことを挙げ、これが民主主義へ

の移行の成果だ、と声を張り上げる。だが。とスティグリッツ

は続ける。『一人当たり所得が 4,730 ㌦の国のメルセデス渋滞

は健康の証ではなく病気の症状だ。』 

こうしたロシアの惨状に就いてスティグリッツは「その大半の

責はロシア側に問われるべきだが、その一方で、市場経済とい

う説教祭文を、後先考えずに門付けして回った西側・特にアメ

リカと IMF の専門家に責任がないとは言い切れない」64とす

る。前出のスティグリッツの著書には、この『アメリカの専門

家達』の固有名詞の記載はない。一方、（一般的な表現ではあ

るが）スティグリッツは同書中で「liberalization, stabilization, 

privatization」という表現を用いており、これはローレンス・

サマーズの説いた、"three-'ations'65"と整合するところだ。 

人類学者のジャニン・ウィデルは 1998 年のエッセイ66の中で、

ロシアの改革（民営化）の設計者を、当時の民営化担当副首相

アナトリー・チュバイスとしたうえで、以下の様にコメントし

ている。 

「チュバイスの政策実行の要だったのはクリントン政権の熱烈

な支援と、ロシア経済支援の主たる窓口となった  Harvard 

Institute for International Development: HIID 67 で あ っ た 。

『ハーバード』のネームバリューとクリントン政権との懇ろな

関係を梃子に、HIID の人間（Officials）はアメリカの対ロ経

済支援に係る、実質の白紙委任状を手にしていた。彼らの行状

に関して、実際の支援を行う政府機関の監督は殆ど及ばなかっ

た。」 

前出のウィデルの著作と、7 年後の 2006 年にジャーナリストの

デヴィッド・マクリンティックが書いた記事68には、こうした
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HIID の動きに関わった経済学者としてジェフリー・サックス

69 、アンドレイ・シュレイファー 70 、の名前が挙げられてお

り、スティグリッツが言う『アメリカの専門家』は彼らやその

周辺を指している可能性がある。 

ロシア=衰退国家のレ

ッテルが張られた経

緯 - NATO 拡張 

経済の混乱の中で、先に述べた NATO 拡張の話が進む。ポー

ランドのワレサ議長の饗応の篭絡に嵌ったエリツィン大統領の

「ポーランドの NATO 加盟はロシアを含む如何なる国の利益

も損なわない」発言71（1993 年）、アメリカの「Contract with 

America」72による NATO の東方拡張政策（1994 年）、NATO

拡大に係る原則 “Study on NATO Enlargement”73の成立（1995

年）と続き、ロシアが外債の不払い・為替切り下げを決めた

1999 年には第一次の NATO 拡張が成立するのである。 

アメリカを中心とした西側諸国は、冷戦後のソ連（＝ロシア）

を負け組に仕立て、負け組として扱った。そして性急な西側流

の自由化を推し進め、結果としてロシア経済は 90 年代を通じ

て混乱に陥った。それと時を同じくして、ロシアが反対した

NATO 拡張がなし崩し的に進んだ。そんな整理になるだろう。 

ロシア=衰退国家の

レッテルが張られた

経緯 – ウクライナ侵

略に就いて 

ロシアを衰退国家とする報道は以前から存在したものの、同国

をアメリカが『不可触賎民国家』とレッテルするに至った切欠

はウクライナ侵略だろう。そのウクライナ侵略に先行して、

2021 年 12 月にロシアが提案した NATO の更なる東方拡張を

否定する条約案74を、NATO とアメリカが相手にしなかった経

緯がある。拒絶の根拠は、ロシアの勢力圏を認めず、欧州国家

の NATO への加盟は当該主権国家のみが判断すべきという原

則75が NATO・アメリカ側にあったことが関係していると思わ

れる。この勢力圏（Spheres of influence）について、作家のベ

ンジャミン・シュワルツと政治学者のクリストファー・レイン

が 2023 年のエッセイ76で以下の様に言及している。 

「究極的に言えば、もしメキシコ公認の元、アカプルコに中国

の軍艦が停泊し、グアダラハラに中国の爆撃機が駐機していた

ら、アメリカはどの様に反応するか。過去数年にわたり、国際

安全保障に詳しい民間の軍事専門家が米軍や諜報組織のリーダ

ーにそういう質問をぶつけている。その問いへの反応は『経済

関係を断ち切り・極限の外交圧力をかけ、それに応ぜねば軍事

介入すべき。』だった。この反応を見れば、アメリカの軍事・
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諜報に携わる人間達が、アメリカ自身の勢力圏の必要性を認識

している様が垣間見えるのである。」 

近隣の弱小国への侵略を批判する声もある。だが、政治評論家

のロバート・ケーガンは 2018 年の著書「 The Jungle Grows 

Back」77の中で、「アメリカは（共産主義の進出に対しては）

大抵の場合他の同盟国の黙従すら求めず、時に反対を押し切っ

て、軍事介入や秘密裡の攪乱を行うに躊躇してこなかった」と

指摘する。実際、西半球に於いては、1954 年グアテマラ・

1964 年ブラジル・1973 年チリで各々発生したクーデターへの

介入、1964 年ドミニカ・1980 年エルサルバドル・1981 年ニカ

ラグア・1983 年グレナダ・1989 年パナマの内紛に介入してい

る。それを顧みれば。近隣の弱小国への武力介入を取り上げて

ロシアを批判するのは若干一方的にも見えなくはない。 

前出のシュワルツとレインは、別の 2023 年のエッセイ78で、以

下の様に書いている。 

「2 月 24 日のロシア侵略の以前、ロシアの意図に関するアメリ

カの諜報能力は抜きん出たものだった。ロシアの無謀なキエフ

攻略の 5 日前、バイデン大統領は「プーチンが攻撃命令を出し

た」と宣言した。端的に言えば、バイデン政権は戦争が始まる

ことを知っていた。そしてワシントンはなぜ戦争が始まるかを

知っていた。もしアメリカが、ウクライナの NATO 加盟問題

に就いて・欧州の安全保障構造の再構成の課題に就いて、モス

クワと協議する、そういう外交努力を真剣に行っていたなら

ば、この戦争の回避は可能だったかもしれない（The United 

States might have staved off the war）。だが、アメリカはそう

しなかった。戦争に向けて事態が動く中、バイデン政権も、イ

ェンス・ストルテンベルグ NATO 事務総長も、NATO の Open 

door policy の原則を、頑なに繰り返すばかりだった。そうする

ことが、ロシアとウクライナの開戦に繋がることを二人とも熟

知していたにも関わらず、だ。」 

アメリカがウクライナの NATO 加盟がロシアの Redline だとい

うことを認識していたであろうことは、現政権のウィリアム・

バーンズ CIA 長官が駐露大使だった 2008 年に、当時のコンド

リーサ・ライス国務長官に入れたメールからも伺えるという説

もある。ここでバーンズ大使は以下の如く書き記している。 
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「ウクライナの NATO 加盟は、プーチンに限らずロシアのエ

リートたちにとって、越えてはならない一線の中でも飛び抜け

たものだ。2 年半以上にわたって、クレムリンの闇に蠢くゴー

レム（knuckle-draggers in the dark recesses of the Kremlin）

からプーチン批判を恐れない自由主義者まで、ロシアのありと

あらゆる主要人物と話をしたが、例外なく誰もが、ウクライナ

の NATO 加盟はロシアの利益を明らかに損なうと考えで一致

していた。」79 

従い、この戦争を『いわれのない（Unprovoked）』というの

は、過去の経緯にそぐわない、というのがシュワルツとレイン

の主張だ。この辺りに就いて、2022 年 2 月の侵略に先んじて起

きた事象を少し振り返ってみる。ロシア軍部隊のウクライナ国

境集結の動きは 2021 年３月以降本格化したが、同年 5 月にブ

リンケン国務長官がキエフを訪問し、ロシアの動きに対するア

メリカのウクライナ支援を確認している。同月、アメリカはロ

シアに対してオープンスカイズ条約への再加盟をしないことを

ロシアに通知した。理由として、ロシアのウクライナ国境への

軍集結が「相互理解と信頼を高めることを目的とした同条約の

趣旨にそぐわない」を挙げている。ウェンディ・シャーマン副

長官は 7 月と 11 月にスイスでセルゲイ・リャブコフ副外相と

面談し、米ロの緊張緩和を探っている。時間が前後するが、こ

のロシア軍の動きを議題の中心として、バイデン大統領は

2021 年 6 月と同年 12 月にプーチン大統領と会議を行ってい

る。また、アメリカは 2021 年 8 月に 6 千万㌦、同年 12 月に 2

億㌦のウクライナ向け Security Assistance を実施80している。

そして 10 月にはオースティン長官がキエフを訪問81し、アメリ

カのウクライナ支援を再確認すると共に「ウクライナは自国の

将来の外交政策について自らの意思で決めることが出来る」と

発言している。全体の一部ではあるが、こうした米ロのやり取

りを見ると、アメリカが様々な対処を施していたことが見え

る。以下、筆者個人の経験故、差し引かれるべきではあるが、

2021 の年の瀬近く、ワシントンから、「ロシアのウクライナ

侵攻が近い」と日本向けに話し、ロシアをカバーしてきた人々

から、「（ロシア侵攻など）あり得ない」として一笑に付され

たことがある。その一方で、当時のワシントンでは、「如何な

る形であれプーチンは必ず行動を起こす」との認識が、自然に

語られていた。本稿趣旨から外れる故、詳細は省くが、シュワ
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IX. まとめ

ルツとレインの言う、アメリカは戦争が起きることも、なぜ起

きるかも知っていた、というのは、思い返すと、筆者が当時見

聞きして感じていた印象と被るところがある。 

2022 年 2 月の侵略以降、戦況は侵略以前に想定された様にはな

っていない。ロシア側の期待を大きく裏切る負け戦の連続が、

同国のステイタスを「不可触賎民」に貶めたという考え方もあ

るかもしれない。一方、国際政治学者のパル・ロレンは 2023

年の論文「The Belligerent Bear」82の中で、ロシアの国際シス

テム内のステイタスは、全面的に落ちた訳ではないと言う。彼

の主張に拠れば、「軍事上の失敗は必ずしもステイタス喪失に

は直結しない。」のであり、その好例として、「何れも戦力の

非効率的な使用であったにも関わらず、ソ連のアフガニスタン

侵攻と撤退は同国の超大国ステイタスを喪失させたが、アメリ

カはベトナム戦争によってそれを失っていない」、とする。そ

して今回のウクライナ侵略に於いて、ロシア軍が信頼度を下げ

たとしても、それのみを以て同国のステイタスが失墜すると判

断するのは時期尚早というのがロレンの主張となる。 

他 BRICS 各国の見方 インドのジャイシャンカール外相が西側諸国の枢軸を全面的に

支持せず独自の立場を主張することや、ブラジルのルラ大統領

が（ロシアのウクライナ侵略は否定しつつ）侵略の責任をプー

チン大統領とゼレンスキー大統領の双方に問う発言83に及ぶこ

との背景には、こうした過去の経緯や事情も潜んでいる様にも

想像されるのである。 

何れにせよ、ロシア以外の BRICS 加盟国が、ロシアのウクラ

イナ侵略を支持していないことは明らかだ。BRICS が設立した

NDB はロシア向け与信を停止している。（尤も、ドル資金の

移動は不可能故、技術的に出来ないことも確かだが。）一方、

彼らが西側諸国に同調してロシアを不可触賎民国家と考えてい

る様にも見られない。ウクライナ侵略の問題は措くとして、ロ

シアの存在を以て BRICS の結束が弱い、而して意義がない、

という評価を下すに対しては一掬の疑問を禁じ得ない。 

民主主義 対 非民主主

義 

第六章で、BRICS 評の背景として 8 つの点を挙げた。中には経

済成長の鈍化を指摘するものもあったが、前述の通り、今日
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BRICS を純粋に経済的な視点で見る者は少ないだろう。当初の

BRICｓの様な、投資対象としての、経済規模の大きい高成長

新興国の集まり、という視点は、今回の拡大対象の国々の顔ぶ

れを見ても、やや時代遅れと思われる。 

経済成長を除いて残るのは、非民主主義国家の存在を起因とす

る批判だ。「中国の、自らの影響力拡大を狙った BRICS 拡大

構想に、民主主義のインド・ブラジルは反対する。」「世界最

大の民主主義国家インドと世界最大の権威主義国家中国は相容

れない。」「民主主義国家インドはアメリカ主導の民主主義世

界に接近しているので BRICS はまとまらない。」「民主主義

世界から孤立するロシアが BRICS に悪影響を及ぼす。」 

何れも、非民主主義を起因としている。 

アメリカの民主主義

に対する思い入れ 

こうした批評を生む、アメリカの、民主主義に関する発想につ

いて考えてみる。 

政治学者のミンシン・ペイは 2009 年のエッセイ84で、「アメリ

カ人の国家主義（アメリカ至上主義＝Nationalism）は、その

民族的優位性ではなく、『アメリカ民主主義理念が世界一であ

る』という彼らの信念に拠って成り立っている。」とする。彼

はサーベイ結果を挙げ、アメリカ人の９割以上が『アメリカ以

外のどの国の国民にもなりたくない』、約半数が『世界中の

人々がアメリカ人の様になると世界はもっと良くなる』、約８

割が『アメリカ人の考え方や習慣が世界に広がると良い』、7

割が『アメリカの民主主義理念を素晴らしいと思う』、と各々

回答したとしている。同様のサーベイに対する欧州各国の反応

はアメリカのそれと大きく異なっており、自国の民主主義に対

する誇りはアメリカに於いて特異に高いというのがペイの主張

だ。 

この、アメリカ人の民主主義信仰は何処から来たのであろう

か。元 CIA で安全保障専門家のポール・ピラーは 2016 年の著

書「Why America Misunderstand the World」85で、アメリカ

という国が形成されてきた地理的・社会的な環境を挙げる。 

「（アメリカの）土地は広大にして肥沃。豊富な天然資源。欧

州・アジアから何千マイルの大洋で守られ、近隣からの攻撃の

不安もない。原住アメリカ人はヨーロッパからの移住者に比べ

人口が圧倒的に少なく、更に持ち込まれた伝染病で急激に勢力

が弱まり、然程の困難もなく征服は達成される。それは、恰も
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『与えられた、乗り越えられる試練を乗り越えた』成功体験を

アメリカ人に植え付けた。欧州の様な封建制や社会主義革命も

なく、社会が確立する前から始まっていた工業化は社会発展を

邪魔しない。地理的・社会的に極端に恵まれ、成長を続けるア

メリカ。世界に先駆け、植民地を脱し、自らの手で独立国家の

地位を獲得する。国家成立の過程で、そのアイデンティティは

自らの政治信条 - 民主主義 - で定義されていく。自己アイデン

ティティと政治信条の融合は時として偏狭に走り、アメリカ人

（＝民主主義）と相容れない者に牙を剝く。20 世紀の間の 30

年間に亘って、アメリカは世界で唯一の『下院非国民的活動委

員会』86を持つ国となった。」 

アメリカの秩序の元

に世界に広がった民

主主義 

アメリカが、その特異な出自を以て発展させた民主主義。前出

のケーガン87は、民主主義が『自然な人間の進化の中で生まれ

たもの』ではないとする。彼は、文明の発祥から何千年に亘っ

てそんなものは存在しておらず、第二次大戦以前の民主主義は

「衰退していた（was in decline）」という。民主主義は人為的

に維持拡大されてきた、というのが彼の主張であり、個別の背

景として以下の四点を挙げる。 

(i) 国際秩序の元で（民主主義の）遵守が強制された。 

(ii) EU や NATO 等の組織参加資格の一つと化した。従い、

各国がそのクラブ加盟の為に民主主義を採用した。 

(iii) 民主主義を採用した国々が豊かになった。 

(iv) 安全保障提供者であり軍事力で頂点を極めた国が信奉し

た主義が、たまたま民主主義だった。 

同盟国に広がる民主

主義 

上の四点の中で、(iii) は特に重要だ。ケーガンは、アメリカ

は、安全保障提供の見返りに自国経済の優先を他国に要求しな

かった点を指摘する。 

「日本やドイツ等の同盟国の企業は、アメリカのそれと概ね公

平に競合し、時としてアメリカから市場を奪うこともできた。

それがアメリカ中心の国際秩序に参加した国々の復興と発展を

支え、彼らの満足に繋がった。これがソ連のやり方との大きな

違いであった。日本やドイツを始めとした各国の成長は、ソ連

を軸とした東側諸国との経済格差を生んだ。これがソ連を追い

詰めることにも繋がった。」 
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先住アメリカ人を平定し、南軍を平定し、日本を平定し、ソ連

を平定し、そうした試練を乗り越えて自らが作り上げた秩序の

元で、自らの化身である民主主義を世界各国に説き、それが受

け手の経済的満足に後押しされて自然に広がっていく。その体

験に慣れたアメリカのプリズムで見れば、非民主主義は受け容

れられず、それを含む BRICS への評価がされ難いのは自明の

理であろう。 

而してその実態は。 

- バイデンが言って

いること 

では、BRICS への世評から感じられる民主主義至上・非民主主

義排除の思想が、今のアメリカのグランドデザインであり、こ

れからのアメリカの動きに繋がるかというと、必ずしもそうで

もない現実が存在する様に思う。 

先ず、バイデン政権の外交に就いて触れる。 

バイデン大統領（当時候補）が予備選最中の 2020 年１月に書

いたエッセイ。「なぜアメリカはもう一度リードせねばならな

いか（Why America Must Lead Again）」88 。タイトルこそ勇

ましいが、その内容に、国際秩序を立て直し、民主主義を改め

て世界にリインストールする勢いを、筆者は感じない。エッセ

イの前半は主に国内の建直し（教育・移民・雇用・賃金・国内

投資等）に割かれている。後半は貿易の記述から始まるが、ア

メリカの市場開放の様な懐の深い話はなく、寧ろ「アメリカ企

業こそが勝てるような」仕組みを作るという内容だ。続く安全

保障部分の書き振りも、書き出しでは、アメリカが、規則を起

こし・合意を醸成し・各国の国際関係を導く機関を導く役割を

担うべき、としつつ、NATO 参加国に Fair Share の拠出を求め

る（Our allies should do their fair share）、志を一にする国々

と 責 任 を 分 か ち 合 う （ sharing global responsibilities with 

willing partners）等の記述も入る。エッセイは 2020 年大統領

選の民主党予備選の最中で書かれている。民主党始め、多くの

アメリカ有権者の共感最大公約数がこれだとすれば、今のアメ

リカの立ち位置を表している様にも見える。 

而してその実態は。 

- バイデンの参謀が

言っていること 

バイデン大統領のエッセイとの関連を想起させる、カーネギー

平和財団が 2020 年にまとめたレポート「Making U.S. Foreign 

Policy Work Better for the Middle Class」89 には五つの提言が

含まれている。 

1. 一般大衆の多様性を踏まえて、今までの様な製造業・貿易

に留まらない広範な議論 
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2. 国際化に拠って生じた所得格差問題の解決 

3. 外交 vs. 国内の政策サイロの撤廃 

4. 時代遅れの外交政策の根本原則の廃棄 

5. 一般大衆の利益に沿う外交推進の為の政治的合意の形成 

何れも、通常の有権者への訴求を主眼とした、外交と銘打たれ

ながら、国内要素が存分に入り込んだ内容に見える。上の提案

の四つ目の解説の中には以下の下りがある。 

「アメリカの一般大衆が、アメリカの世界単独支配を取り戻

す、中国との冷戦を激化させる、果ては世界の民主主義 対 権

威主義の最終戦争を遂行する、ことに死力を尽くす外交を支持

するとは考えられない。」 

この民主主義 対 権威主義の下り90と、前出のケーガン91が「第

一次世界大戦の重要な思想的側面」の指摘で参照しているウォ

ルター・リップマンの主張を比べてみる。リップマンは当該記

事92（1917 年２月、アメリカ参戦直前の）の中で、「ドイツ国

内で、人々が封鎖に苦しみ、栄養失調で幼児の発育が阻害さ

れ、結核が急増していることは認識されるべきだ。ただ、アメ

リカが、（イギリスによる）ドイツ封鎖か（ドイツによる）無

制限潜水艦作戦かを選ぶに際しては、合法か違法か、残酷か慈

悲深いか、で選ぶわけではない。アメリカの、ドイツ封鎖支

持、無制限潜水艦作戦否定の判断が正しいことに就いて、我々

は盤石の自信がある。なぜなら、ドイツが起こしたイギリス・

フランス・ベルギーへの戦争は、アメリカも属する西側自由主

義（Civilization）への戦争だからである。」としている。この

リップマンの、民主主義（西側自由主義）に係る書き振り比べ

ると、前出のカーネギーの提案は、民主主義に少し距離を置

き、冷静に眺めている様に感じる。繰り返しになるが、今のバ

イデン政権に、民主主義至上の国際秩序を世界にリインストー

ルし、世界を改めてリードする発想は若干感じ難い。 

前出のサリバン補佐官は、本レポートの執筆陣に名を連ねてい

る93 。ここにまとめられた考え方がバイデン政権に移植されて

いるとすれば、その政権が民主主義の御旗のもとに世界を平定

しようという発想には至らないだろうし、その為に真剣に政府

のリソースを投下しようとも思わないだろう。 



丸紅ワシントン報告 

2023年 9月 30日 
  

 

29 

BRICS 側は、どう見

ているのか。 

BRICS 側に民主主義世界とコトを構える発想は見えない。そも

そも現時点で言えば 3/5 は民主主義であり、西側が権威主義と

レッテルを張る 2 か国もそんな発想には至っていないと思う。

第一章、第六章で述べた通り、アメリカが民主主義を伝播させ

て行くに際して構築した国際秩序・機関・市場の中で、自分た

ちの立場を向上させるのが、彼らの目的の一つであり、その秩

序そのものに手を付けることは目的に反するだろう。 

本稿の範疇を外れるので簡単に触れるに留めるが、BRICS やそ

の加盟国が、アメリカの単独支配に対抗する様な別の軸を持っ

た（Polycentric な）世界を目指している様にも見えないし、そ

れ程の力がある様にも感じない。特に、中国・ロシア・インド

の何れの国も、所謂 Continental Power であり、アメリカの

Sea Power に比較して先天的に不利である。更にこれらの国に

はアメリカが NATO 拡張を通じて手に入れた様な勢力圏もな

い。前述の通り、中国・ロシア・インドは国境を接しており、

紛争も抱える。何れもアメリカが持てた様な軸や中心を作り上

げる力には、少なくとも現時点で見る限り、欠ける様に思う。 

その中で BRICS 加盟国が目指すのは、第七章のテーブルに示

したような、Underrepresentation 解消や制裁への防御とい

う、個別の利害が被るところでの協力ということになるだろ

う。その限りに於いて、彼らは実績や経験も積んでいる。今後

に就いては、限られた範囲と速さで発展していくというのがメ

インのシナリオだろう。来年１月、順調に行けば、加盟国数が

11 になる。前述の様な限定された範囲であれば、グループ全体

の調和を乱すことなく、拡大をしていく様に思われる。 

サリバン補佐官の反

応 - 再訪 

第七章でサリバン補佐官の BRICS に関するコメントを載せ

た。『主義が異なってまとまりがなく、地政学的に注目に値し

ない。』というのがそれだ。彼が指摘する、BRICS の構造上の

まとまりの弱さ。その目的が限定されている点。その一方にあ

るバイデン大統領やサリバン補佐官の著作から窺える、バイデ

ン政権の外交に対する発想。それらを併せて考えれば、『注目

に及ばず』という補佐官の発言は自然な反応だと思う。 

サリバン補佐官が参加した前出のカーネギー・レポートを冷静

に読めば、彼にとって、またバイデン政権にとって、一番重要

な『外交』は一般大衆（Middle Class）への訴求が出来る『外

交』であろうことが伺える。では、一般大衆向けの『外交』と
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はいったい何だろうか。穿った見方ではあるが、その本意は、

所謂一般的な概念の『外交』の重要度を相対的に下げる、とい

うことではないだろうか。彼らにとっての最大の課題とは、外

交に傾注してきたことで、一般大衆、ストレートに言えば有権

者が、本来の政治から離れて行ってしまったことではないだろ

うか。それを是正する為に、外交や安全保障の専門家を揃えた

バイデン政権が、その看板だけを残し、実態は国内を見据えた

政策を最優先に遂行する。そういうことではないだろうか。仮

にそれが正しいとして、その目的は何か。更に穿った見方では

あるが、筆者は、安定したマージンを確保した上での選挙の勝

利ではないかと考える。ここ暫くの選挙を振り返って、民主・

共和の何れの候補・党が選挙で多数を確保し、上下院・政権を

押さえても、そのマージンは然程には大きくない。その結果、

勝った側は「勝っている内に」とばかりに、自らの思想に恃ん

だ骨太な政策を追求し、負けた方はそれを遮ることに血道をあ

げる。国民が国の政治を委ねる者を選ぶという趣旨が薄れ、只

管にひと時の勝ち負けをゲームの様に追求する。その国内の不

安定さこそが、アメリカの外交上の最大の弱み。それを克服す

る為には、一旦自らが得意とする外交を措いて、国内に集中す

る。勿論、選挙に勝つことは過去の何れに政権にとっても重要

であったことは言を俟たないが、それを外交のリソースまで動

員して取り組む。筆者の目にはそういう風に映るのである。 

この様に整理すると、BRICS に纏わる世評と実態の乖離。その

間で実態を踏まえた対応や発言を採る、冷静なバイデン政権の

姿が見えてくる。平易な言い方をすれば、短期的には BRICS

の動き（脱ドル化や拡大）は脅威にならないし、そんな相手に

反応する時間もリソースもない。ということになろうか。 

前項で指摘した通り BRICS は継続して緩やかに拡大し、限ら

れた目的を追求し、アメリカがそれに大きく反応することもな

い。何れも想定の範囲であるし、今後も BRICS の動きで大き

な驚きがあるとは考えにくい。 

そんな中で、（本稿の趣旨からは逸脱するが、）筆者の理解が

追いつかないのは、第八章で取り上げたロシア連邦に対する嫌

悪感の分布だろう。近隣とは言え地続きの国境を接しない極東

の島国が、オランダより、イギリスより、ドイツより、フラン
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